
もあります。腎臓専門医は透析導入が目前になってからではなく、
「あなたはこのままだったら、本当に透析になってしまうところ
だったんだけど、いまからしっかりと治療すれば腎機能を維持で
きますよ」といったお話ができる段階から診療に携わるべきだと
考えております。かかりつけ医の先生からも｢念のために、専門の
先生にしっかり診てもらいましょう。そのほうが安心ですよ｣など、
患者さんが安心できる伝え方で、一度は専門医を受診するよう
勧めていただきたいと考えております。患者さんに安心を与える
ことが専門医の務めだと考えて、日々の診療にあたっています
ので、できるだけ長くかかりつけ医の先生のところで診療を続け
られるようにするためにも、ガイドに記載されている専門医への
受診勧奨基準を参考に、早めの段階でご紹介いただければと
思います。
　また、CKDの発症・進展リスクは多岐に及ぶため、生活習慣指
導、薬学的管理などを含め、管理栄養士、薬剤師、看護師などに
よる多面的な介入が重要です。実際に国内でも管理栄養士によ
る定期的な生活食事指導や多職種による介入がeGFRの低下
速度を抑制したことが報告されています7),8)。それぞれの職種が
専門的知識を活かして患者さんのセルフマネジメントを継続的
に支援することが、CKDの重症化予防に繋がると考えています。
こうした考えのもと日本腎臓病協会はCKDチーム医療を担う
腎臓病療養指導士を認定しています。

発症が多くみられる点に注意が必要です。CKDは、原因疾患が
異なれば、当然、経過や治療方法は異なります。CKDと診断した
際は、家族歴や既往歴、罹病期間等を確認し、原因疾患、併存疾
患の検索を行うことが重要です。
　また、近年では糖尿病を有するCKD症例の臨床経過に多様
性が指摘されるようになりました。そこで、微量アルブミン尿～
顕性アルブミン尿を経てGFRが低下し末期腎不全に至るような
典型的な糖尿病性腎症（diabetic nephropathy：DN）に対
し、顕性アルブミン尿を伴わずにGFRが低下する等の非典型的
な症例も含む概念として糖尿病性腎臓病（diabetic kidney 
disease：DKD）が定められました。しかし、この二つの用語は
どちらも「糖尿病性」と語頭にあることから両者の違いがわかり
にくく、DKDが糖尿病によって本質的に発症しているとの誤解を
まねきがちでした。そこで、DKDが糖尿病の影響の程度によらず
包含した概念であることが伝わるよう、日本腎臓学会と日本糖
尿病学会により、訳語が「糖尿病関連腎臓病」と改められました
（図2）5),6)。CKD診療ガイド2024でもこの訳語が採用されてい
ます。

KDは一般的に自覚症状がないため、尿や血液の検査に
よる早期診断が重要です。とはいえ、CKD患者さんは約

2,000万人と推計されていますので、専門医だけで診療すること
は困難です。CKDの多くは加齢や生活習慣病に関連しています
ので、まずはかかりつけ医が治療します。併存疾患やCKDの重
症度分類を踏まえた、かかりつけ医と専門医の連携、病診連携
が重要となります(図3)2)。専門医療機関での精査を勧められる
ことで「明日にでも透析治療が始まってしまう」と不安になってし
まう患者さんもいらっしゃいますが、早い段階で専門医が原因を
精査し、治療計画を立てることで、透析導入の回避に繋がるケース

本腎臓学会は、最新のエビデンスに基づいてガイドライ
ンを作成しており、『CKD診療ガイドライン2023』3)として

改訂しました。そして、かかりつけ医やコメディカルスタッフの先
生方にも使いやすいように『CKD診療ガイド2024』2)を12年振り
に発行しました。
　本ガイドはCKD診療ガイドライン2023に基づきつつ、具体的
なアクションに繋がるよう、より踏み込んだ独自の記述がなされ
ているのが特徴で、CKD患者の早期発見、診療の標準化、予後
改善への寄与が期待されます。また、本ガイドでは、腎排泄型薬
物の投与設計や薬剤性の急性腎障害（acute kidney injury：
AKI）の予防、シックデイにおける薬物の中止などの薬物療法の
注意点も記載されています。薬学管理や服薬指導にも役立つも
のと考えていますので、薬剤師の先生方にもご活用いただきた
いと期待しています。関連する書籍として、『患者さんとご家族の
ためのCKD療養ガイド』4)も作成されておりますが、その書名の
通り、患者さん・ご家族向けの書籍です。患者さんに生活・療養
指導、服薬指導を行う際の説明資料としてもご活用いただける
のではないかと思います。

KDの原因疾患には糖尿病関連腎臓病や高血圧性腎硬
化症、慢性糸球体腎炎、多発性嚢胞腎などがあります

が、その経過は腎機能低下の進行が早い場合、あるいはCVDを
合併しやすい場合等、様々です。例えば、糖尿病は腎機能の悪化
速度が速く、透析導入の原因疾患として一番多くを占めます。
一方で、持続した高血圧により生じる高血圧性腎硬化症は、血尿
を認めず、尿蛋白が高度でないといった特徴があり、腎機能障害
の進行は比較的緩徐ですが、動脈硬化との関連が深くCVDの

臓の働きが低下すると透析や腎移植が必要となります。
日本の透析患者数は2023年末で34万3,508人です1)。

2022年から透析患者数は少しずつ減少しつつありますが、透析
に至る予備群が慢性腎臓病（chronic kidney disease：CKD）で
す。CKDの定義は図1に示す通りで、この定義から透析や腎移植
を受けている患者さんもCKDに含まれます2)。この診断基準は世
界共通で、海外や他の地域のデータとも容易に比較できるとい
うメリットがあります。我が国のCKDの患者数は、2005年の調査
では約1,330万人(成人の8人に1人)と推定されていましたが、高
齢化が進んだ2024年の推計では約2,000万人(成人の5人に
1人)と増加しました。このようにCKDはまさに日本の国民病と言う
べき疾患です。CKDでは心血管疾患（cardiovascular disease：
CVD）のリスクも高まりますので、CKD対策は透析患者数の抑制
に加えて、CVDの発症・進展予防の観点からも重要な課題と
なっています。
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CKD診療における病診連携、
多職種によるアプローチの重要性
について教えてください。
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糖尿病症例のうち、その他の明
確な慢性腎臓病（糸球体腎炎・
嚢胞腎・間質性腎炎など）が存
在する症例。DKDと区別される
が、糖尿病歴が長期にわたると
糖尿病の状態が病態に寄与し、
鑑別が困難となる。

Diabetic
Nephropathy：DN
（糖尿病性腎症）

Diabetic Kidney
Disease：DKD

（糖尿病関連腎臓病）

Other CKD 
in the individual
 with diabetes

（糖尿病併存その他のCKD）

長期にわたる糖尿病罹病期間の
後に微量アルブミン尿～顕性ア
ルブミン尿を経てGFRが低下す
る症例。
糖尿病症例における腎臓合併症
の典型例とされてきた。

典型的なDNに加え、顕性アルブミン尿を伴わないままGFRが低下する非
典型例を含む疾患概念。併存疾患や治療の影響などを含め、程度は問わ
ず糖尿病の状態が病態に何らかの影響を及ぼしている可能性がある慢性
腎臓病。

図3 CKDの発症・進展予防を目指した病診連携

2） 日本腎臓学会編. CKD診療ガイド2024, 東京医学社, 2024.より作図

健 診

かかりつけ医

腎臓専門医
●腎疾患の原因検索（腎生検を含む）
●正確な腎機能の把握
●薬物治療方針の決定
●生活食事指導方針の決定

▶eGFR 60mL/分/1.73㎡以上かつ
　尿蛋白（±）かつ血尿（+）
▶尿蛋白（1+）以上
▶eGFR 45mL/分/1.73㎡未満
（40歳未満はeGFR 60mL/分/1.73㎡）
▶eGFR 45～59mL/分/1.73㎡かつ
　尿蛋白（±）
▶3ヵ月以内に30%以上の腎機能の
　悪化を認める

▶尿蛋白（１+）以上、もしくは
（±）が2年連続
▶eGFR 45mL/分/1.73㎡未満
（40歳未満はeGFR 60mL/分/1.73㎡）

併 診

基礎疾患（高血圧、糖尿病等）
検尿異常／腎機能低下

●蛋白尿定量によるCKDの
　重症度分類を評価
●管理栄養士、薬剤師、
　看護師と連携して
　生活・食事の指導
●CKD重症度による紹介基準を
　参考に腎臓専門医に紹介


